
施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態

全面緊急事態（屋内退避指示）

自然災害等（地震※1）により屋内退避が困難となる場合の基本フロー

 地震による家屋の倒壊等により、家屋における滞在が困難な場合には、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等に避

難を実施。

 その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示がでている中で余震が発生し、家屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被害が

更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先することが重要。

このことから、市町にて開設するUPZ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ速やかに避難を行う※２。

 なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び関係県等は、住民等の避難を安全かつ円滑に実施するため、避難経路や避

難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等について、確認・調整等を行う。

余
震
発
生

地
震
発
生

家屋が倒壊等した場合に
は、近隣の指定避難所等

にて屋内退避

自家用車・バスによる避難

自家用車・バスによる避難

屋内退避準備

ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

自宅にて屋内退避

ＵＰＺ外

県内外避難先

・原子力災害時に備えあら
かじめ設定している県内外
避難先

県内外避難先：Ｐ61参照

＜屋内退避中に余震が発生し被害が激しくなった場合＞

家屋が倒壊等した場合には、市町にて
開設する近隣の指定避難所等へ避難

※１ 津波災害時や大雨による土砂災害時においても基本的には同様のフローとなる。

余震発生に伴い、屋内退避の
継続が困難な状況が発生

※２ 仮に、放射性物質放出に至った場合に避難するような場合には、住民の被ばく量を可能な限り低減するため、身体に放射性物質が付着しないようにレインコート等を着用したり、
放射性物質を体内に吸い込まないようマスクをしたり、タオルやハンカチ等で口や鼻を覆う等の対策を周知。

既に避難している近隣の指定
避難所等にて屋内退避
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感染症※1の流行下でのUPZ内の防護措置

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋

内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、UPZ内の住民が一時移転等を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、感染

者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 自宅等で屋内退避を行う場合には、放射性物質による被ばくを避けることを優先して屋内退避を実施し、換気については、屋内退避の指示が出され

ている間は原則行わないこととする。また、自然災害により指定避難所等で屋内退避する場合は、密集を避け、極力分散して退避することとし、これ

が困難な場合には、市町村が開設する近隣の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ避難する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ

車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

実避難等の実施避難元

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（UPZ）＞

それ以外
の者

感染者
（重症者）
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・
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・
マ
ス
ク
の
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
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バス避難者
等の一時集
合場所等
 密 集 を 避

け、極力分
散して集合。

（例）
[感染者（軽症者等）]
・ 一時集合場所

等を経由せず、
直接避難施設
へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による

体調確認を行
う。

・ 一時集合場所
等の中で分け
る。ただし、別
部屋に分けら
れない場合は、
同部屋内で十
分な間隔を確
保する。

・ 一時集合場所
等の場所を分
ける。

避難車両

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難所等

 感染者（軽症者等）は、そ

れ以外の者とは隔離する

ため、別施設や個室等に

避難。また、密集を避け

る。

Ｕ
Ｐ
Ｚ
内
の
住
民

避難先

屋内退避
 自宅等でも、放射性物質による被

ばくを避けることを優先して屋内
退避を実施し、換気については、
屋内退避の指示が出されている
間は原則行わない。

 指定避難所等で屋内退避を実施
する場合は、密集を避け、極力分
散して退避。

（例）
[感染者（軽症者等）]

・ 別車両により、指定された避難施
設へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 施設内の別部屋に分ける。ただし、

別部屋に分けられない場合は、同
部屋内で十分な間隔を確保する。

・ 避難施設の場所を分ける。

 避難先施設では、密集を

避ける。

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難退域時
検査場所

 密 集 を 避
け、極力分
散して検査。

（例）
・ 一時集合場

所 を 経 由 せ
ず に 直 接 来
た 者 は 、 検
温 等 に よ る
体 調 確 認 を
行う。

・ 検査場所等
の 中 で 分 け
て検査する。

感染症指定医療機関等で治療

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。また、既にUPZ外のホテル等において、療養等している場合あり。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

※２

※３

91



 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。こ
こではあえて、福井県UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると
仮定した場合の輸送能力を確保する。

 必要となる輸送能力は、車椅子車両が160台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両が80台に対して、福井県内における保有車両数は
それぞれ、704台と89台であり、必要台数を要請し確保。

 また、在宅の避難行動要支援者等の一時移転等の際には、まずは県内で保有している福祉車両を利用し避難す
ることを優先するが、それでも不足するような場合には、(一社）福井県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰ（849台）を活用。
（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可能。）

 なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調
整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 １，３７４台 ９９９台

医療機関 ３８８台 ９７５台

社会福祉施設 ４２０台 ８０４台

合計 ２，１８２台※１ ２，７７８※２

※１ 車椅子車両は１台当たり２名の要支援者の搬送をするこ
とを想定
※２ ストレッチャー車両は１台当たり１名の要支援者の搬送
をすることを想定

必要車両台数 １６０台 ８０台
・ピストン輸送（１４往復）を想定
・ストレッチャー車両はピストン輸送（３５往復）を想定

県内の福祉車両保有数 ７０４台 ８９台
・県内における医療機関や社会福祉施設等における保有台

数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

（一社）福井県タクシー協会
に所属するタクシー保有数

８４９台
（平成３１年４月時点）

・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むことや座席のリクライニング利用や支援者の同伴により、
福祉車両と同等の輸送能力が確保可能

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両１１台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用

UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保（福井県）
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 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。こ
こではあえて、滋賀県UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると
仮定した場合の輸送能力を確保する。

 必要となる輸送能力は、車椅子車両が６１台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両が２０台に対して、滋賀県内における保有車両数は
それぞれ、２５７台と２５台であり、必要台数を要請し確保。

 また、在宅の避難行動要支援者等の一時移転等の際には、まずは県内で保有している福祉車両を利用して避難
することを優先するが、それでも不足するような場合には、 （一社）滋賀県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰ（1,091台）を
活用。
（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可能。）

 なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調
整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 ３２８台 ５３台

医療機関 １０７台 １４９台

社会福祉施設 ４０８台 ７２台

合計 ８４３台※１ ２７４台※２

※１ 車椅子車両は１台当たり１名の要支援者の搬送をするこ
とを想定
※２ ストレッチャー車両は１台当たり１名の要支援者の搬送
をすることを想定

必要車両台数 ６１台 ２０台
・ピストン輸送（１４往復）を想定
・必要車両台数は、車椅子車両及びストレッチャー車両それぞ
れ１台当たり１名で算定

県内の福祉車両保有数 ２５７台 ２５台
・県内における医療機関や社会福祉施設等における保有台

数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

（一社）滋賀県タクシー協会
に所属するタクシー保有数

１，０９１台
（令和２年３月時点）

・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むことや座席のリクライニング利用や支援者の同伴により、
福祉車両と同等の輸送能力が確保可能

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両１１台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用

UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保（滋賀県）
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 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。こ
こではあえて、岐阜県UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると
仮定した場合の輸送能力を確保する。

 必要となる輸送能力は、車椅子車両が７台に対して、岐阜県内（揖斐川町内）における保有車両数は ８台であり、
必要台数を要請し確保。

 また、在宅の避難行動要支援者等の一時移転等は原則支援者の自家用車で行うが、不足の際には町内で保有
している福祉車両を利用して避難することを優先し、それでも不足する場合には、岐阜県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸ
ｼｰ（2,165台）を活用。（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可
能。）

 なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調
整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 ７台 ０台

医療機関 該当施設なし

社会福祉施設 該当施設なし

合計 ０台 ０台

必要車両台数 ７台 ０台

町内の福祉車両保有数 ８台 ０台
・県内における医療機関や社会福祉施設等における保有台

数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

岐阜県タクシー協会に所属
するタクシー保有数

２，１６５台
（令和元年８月時点）

・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むことや座席のリクライニング利用や支援者の同伴により、
福祉車両と同等の輸送能力が確保可能

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両１１台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用

UPZ市町の一時移転等における福祉車両の確保（岐阜県）

94

UPZ内市町の一時移転等における輸送能力の確保（福井県）

 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。福井県では県内避難先に原則自家用車により一時移転等を実施することとなるが、ここ
ではあえて、福井県におけるUPZ内全域が、一時移転等を実施すると仮定した場合の輸送能力を確
保する。

 必要となる輸送能力は、想定対象人数11,353人、必要車両数257台に対して、福井県内ﾊﾞｽ会社の
保有車両数は907台であり、必要台数を要請し確保。

 なお、県内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接
府県等の関係団体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98参照）。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

合計 美浜町 敦賀市 若狭町 南越前町 小浜市 越前市 越前町 備考

対象人数
（想定）

(人)

UPZ内人口 227,021 8,537 65,060 14,559 10,407 24,877 82,363 21,218 R２.４.１時点

バスによる
一時移転等
が必要とな
る住民

11,353 427 3,253 728 521 1,244 4,119 1,061

・UPZ内人口×0.05
・住民の5％がバスによる

一時移転等が必要とな
ると想定※1

必要車両台数※2 256 10 73 17 12 28 92 24
バス1台当たり45人程度
の乗車を想定

福井県内のバス会社
保有車両 907（平成31年４月時点）

福井県内のバス会社から必要
な輸送手段を調達

関西圏域及び隣接府県
保有台数 17,094

関西広域連合等関係機関が
関係団体から輸送手段を調達

※1 福井県避難時間推計シミュレーションに基づく想定。
※2 県内避難先の被災等により県外避難する一部住民については、集団で避難することを基本に、自家用車の乗り合わせやさらなるバスの確保を実施。
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UPZ内市の一時移転等における輸送能力の確保（滋賀県）

 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。ここではあえて、滋賀県におけるUPZ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の
輸送能力を確保する。

 必要となる輸送能力は、想定対象人数50,974人、必要車両数401台に対して、滋賀県内ﾊﾞｽ会社の
保有車両数は442台であり、必要台数を要請し確保。

 なお、県内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接
府県等の関係団体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98参照）。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

合計 長浜市 高島市 備考

対象人数
（想定）
（人）

UPZ内人口 50,974 23,750 27,224 Ｒ２.４.１時点

バスによる一時移転
等が必要となる住民

50,974 23,750 27,224
・UPZ内人口
・住民の100％がバスによる一時移転等
が必要となると想定

必要車両台数 401 187 214

・バス１台当たり17人程度の乗車を想定
・１日５往復×３日間の必要台数×２（避
難元⇔中継所⇔避難先(避難中継所でﾊﾞ
ｽ乗り換え))で総合必要台数を試算

滋賀県内のバス会社
保有車両（観光バス） 442（令和２年７月１日時点）

滋賀県内のバス会社から必要な輸
送手段を調達

関西圏域及び隣接府県
保有台数 17,094

関西広域連合等関係機関が関係団
体から輸送手段を調達
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ながはまし たかしまし

※ 原子力災害の状況により、３日間以内で一時移転等を行う必要がある場合は、関西広域連合に要請を行い、バスの確保を行う。

ＵＰＺ市町の一時移転等における輸送能力の確保（岐阜県）

 UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。ここではあえて、岐阜県におけるUPZ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の
輸送能力を確保する。

 岐阜県において一時移転が必要となる場合には、原則として自家用車避難を想定。万が一、バスに
よる避難が必要となる場合において必要な輸送能力は、想定対象人数49人、必要車両数2台であり、
岐阜県内ﾊﾞｽ会社の保有車両数1,601台より必要台数を要請し確保。

揖斐川町 備考

対象人数
（想定）
（人）

UPZ内人口 49 R2.4.1時点

バスによる一時移転等
が必要となる住民

49

・原則自家用車避難を想定
・万が一バスによる輸送が必要となった
場合には、岐阜県バス協会に必要台数
を要請する。

必要車両台数 2台 バス１台あたり45人程度の乗車を想定

岐阜県内のバス会社
保有車両 1,601（令和元年８月時点）

岐阜県内のバス会社から必要
な輸送手段を調達
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※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

いびがわちょう



国、関係機関による輸送能力の確保

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

府県名
保有台数

（台）

石川県 １，１１０

三重県 １，３３７

京都府 ２，３３２

大阪府 ５，３３６

兵庫県 ４，１００

奈良県 １，０２２

和歌山県 ７１８

鳥取県 ５２０

徳島県 ６１９

計 １７，０９４

各府県保有バス台数

UPZ

PAZ

【関西広域連合の協定に基づく要請フロー】

避難元県内の輸送手段で対応困難

避難元県は、他の府県のバス協会又はその
会員への協力依頼を関西広域連合に要請

関西広域連合は、速やかに府県と調整し、
応援の割当てを定めた応援計画を作成

応援府県は、応援計画に基づき、府県バス協
会又はその会員に対し協力を要請

バス協会又はその会員による住民輸送の実施

鳥取県

兵庫県

徳島県

大阪府

奈良県

和歌山県

滋賀県

石川県

福井県、滋賀県内の輸送手段で不足する場合の輸送能力の確保については、
 関西広域連合等関係機関が関西広域連合※の構成府県及び連携県並びに隣接府県等の関係団

体から輸送手段を調達
※平成27年12月に近畿2府8県及び関西広域連合にて「大規模広域災害時におけるﾊﾞｽによる緊急輸送に関する協定」を締結

 上記手段により確保した輸送手段で対応できない場合、国の原子力災害対策本部からの依頼に基
づき、国土交通省が関係団体、関係事業者に対し、協力を要請し必要な輸送能力を確保する。

三重県
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京都府

他の地方公共団体からの応援計画①

北陸三県災害時等の相互応援に関する協定（平成21年5月18日）
【対象】
富山県、石川県、福井県
【応援内容】
①被災地の情報収集並びに人員及び資機材の輸送等に係わるヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣並びにボランティアの

あっせん
③食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供

及びあっせん
⑤避難、救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者等の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ゴミ、し尿処理等のための車両及び施設のあっせん
⑧医療機関による傷病者の受入
⑨その他要請のあった事項

福井県・奈良県災害時等の相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの

あっせん
②食料、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
③被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供

及びあっせん
④救助及び救援活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑤被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑥その他特に要請のあった事項
⑦平常時における、原子力防災に関する情報の提供、普及啓発、研修の実施等
⑧原子力災害時の避難受入れにかかる関係市との調整等の協力

福井県・石川県災害時等相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①広域避難に係る避難者の受け入れ調整
②原子力防災活動資機材の提供
（緊急時モニタリング資機材・原子力防災活動資機材・緊急時医療資機材）
③原子力防災関係職員の派遣
（緊急時モニタリング関係職員・緊急時医療関係職員・その他原子力災害対策関係職員）

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定（平成24年10月25日）
【対象】
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県、
関西広域連合
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤その他特に要望のあった事項

中部9県1市災害時等の応援に関する協定（平成19年7月26日）
【対象】
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、
名古屋市
【応援内容】
①応援物資等の提供及びあっせん並びに人員の派遣
②避難場所等の相互使用、緊急輸送路の共同啓開等被災県市等の境界付近における

必要な措置
③被災者等の一時収容のための施設の提供
④医療機関による傷病者の受入れ
⑤その他特に要請のあった事項

福井県・岐阜県災害時等の相互応援等に関する協定（平成7年10月6日）
【応援内容】
①被災地の情報収集及び人員、資機材輸送等のためのヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの

あっせん
③食料、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供

及びあっせん
⑤救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ごみ、し尿処理のための車両及び施設のあっせん
⑧その他特に要請のあった事項

 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、福井県、滋賀県及び岐阜県に対
する関係地方公共団体からの支援策として、近隣府県や広域圏、または全国規模の応援協定が締結されている。
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他の地方公共団体からの応援計画②

全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（平成24年5月18日）
【応援内容】
①人的支援及び斡旋
②物的支援及び斡旋
③施設又は業務の提供及び斡旋
④その他特に要請のあったもの

原子力災害時の相互応援に関する協定（平成13年1月31日）
【対象】
北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、石川県、福井県、静
岡県、京都府、島根県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県
【応援内容】
①原子力防災資機材の提供
②職員の派遣

関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成23年10月31日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、九州地方知事会（福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

関西広域連合と九都県市との災害時の相互応援に関する協定（平成26年6月11日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他特に要請のあった事項

関西広域連合と中国地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月5日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、中国地方知事会（鳥取
県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
【応援内容】
①住民の避難
②被災者等の救援・救護及び災害応急・復旧対策に係る人的・物的支援
③施設若しくは業務の提供又はそれらの斡旋
④その他特に要請のあった事項

関西広域連合と四国知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月6日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、四国知事会（徳島県、
香川県、愛媛県、高知県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他被災した構成府県市が要請した措置 100

＜対応のポイント＞

1. １・２号機のみにおいて発災した場合、全面緊急事態に至った段階で、UPZの
住民は屋内退避を実施する。

2. ３号機においても発災している場合には、３号機に係るPAZとしての防護措置
を行う。

3. 放射性物質の放出後は、緊急時モニタリングの結果を踏まえて、原子力災害
対策指針で定める基準（OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える
区域を特定し、当該区域の住民が一時移転等を行うこととなるため、一時移
転等できる体制を整備。

7．冷却告示の対象である
1･2号機に係る対応
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1･2号機に係る原子力災害対策重点区域の概要

 美浜発電所１･２号機は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく廃止措
置計画の認可を受け、かつ、照射済燃料集合体が十分な期間冷却された発電用原子炉施設として
原子力規制委員会が告示において定めている。

 この告示により、美浜発電所１･２号機に係る原子力災害対策重点区域の範囲は、ＰＡＺなし、ＵＰＺ概
ね５ｋｍ圏内となり、具体的には、３号機に係るＰＡＺと同一の範囲としている。

 １･２号機のみにおいて発災した場合、全面緊急事態に至った段階で、ＵＰＺ（概ね５ｋｍ圏内）の住民
は屋内退避を実施。

 放射性物質の放出後、原子力災害対策本部が、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、毎時20μＳｖを超
過した時から概ね１日が経過した時の空間放射線量率が毎時20μＳｖを超過している区域を特定。当
該区域の住民は原子力災害対策本部の指示により１週間程度内に一時移転等を実施。

 なお、３号機においても発災している場合には、３号機に係るＰＡＺとしての防護措置をとることとなる。

１･２号機に係る原子力災害対策重点区域

＜概ね5km圏内＞
ＵＰＺ（緊急防護措置

を準備する区域）
Urgent Protective Action 
Planning Zone

⇒ 事故が拡大する可能性を
踏まえ、屋内退避や一時
移転等を準備する区域

１市1町（美浜町、敦賀市）
住民数：848人

人口：令和２年４月１日時点

ＵＰＺ

5ｋｍ

ＵＰＺ内地域 想定対象人数
避難行動
要支援者

美
浜
町

丹生地区 ２７２人 ２０人

竹波地区 １００人 ８人

菅浜地区 ４１５人 ４４人

小 計 ７８７人 ７２人

敦
賀
市

白木1丁目 ６１人 ０人

白木2丁目 ０人 ０人

小 計 ６１人 ０人

合 計 ８４８人 ７２人
（凡例）

： モニタリングポスト

白木

丹生

竹波

菅浜

にゅう

たけなみ

すがはま

しらき

みはまちょう つるがし

みはま

1･2号機に係るUPZ内住民の一時移転等の概要①
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 一時移転等実施区域の避難先及び避難手段については、３号機に係るＰＡＺとして避難を行う場合と
同様。（避難先はＰ44、避難手段はＰ46、Ｐ47参照）

 一時移転等の際の避難退域時検査場所については、３号機に係るＵＰＺの一時移転等に備え用意し
ている避難退域時検査場所を活用する。なお、ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値の上昇等により、当該検査場所が使用
できなくなることも想定し、複数の候補地をあらかじめ準備。

 安定ヨウ素剤の服用指示があった場合、住民は事前配布された安定ヨウ素剤を服用する。
 事前配布を受けていない住民等については、備蓄場所より各市町が指定する集合場所や避難経路

上の緊急配布場所、避難退域時検査場所に市町職員が搬送のうえ、対象住民等に緊急配布を実施。

避難退域時検査場所及び避難先自治体（基本経路） 安定ヨウ素剤緊急配布場所等

大野市

美浜町

UPZ

おおい町

162
27

27

158

福井北IC

福井IC

若狭美浜IC

若狭三方IC

小浜西IC
大飯高浜IC

【一時集合場所】

美浜町山東公
民館菅浜分館

【一時集合場所】

農業構造改善
センター

【一時集合場所】

白木公民館

福井市

敦賀IC

敦賀市

8

（凡例）
： 安定ヨウ素剤備蓄場所
： 避難経路上の安定ヨウ素剤緊急配布場所

UPZ

5km

【一時集合場所】

美浜町丹生介護
予防センター

【一時集合場所】

美浜町竹波原子力
防災支援センター

（凡例）
： 避難退域検査場所候補地



1･2号機に係るUPZ内住民の一時移転等の概要②

104

 UPZ（概ね５ｋｍ圏内）において、学校・保育所・医療機関・社会福祉施設は所在していない。
 在宅避難行動要支援者のうち支援者の同行により避難可能な者は、一時移転等の指示が出た場合、

支援者と共に一時移転等を実施。避難の実施により健康リスクが高まる者は、放射線防護対策施設
で屋内退避を実施。

 観光客等一時滞在者に対しては、警戒事態の段階で帰宅等を呼びかけ、全面緊急事態までに帰宅
等が困難な一時滞在者は、宿泊施設等で屋内退避を実施。一時移転等の指示が出た場合、福井県
等が確保した車両で一時移転等を実施。詳細はP60参照。

 複合災害時において、一時移転などが必要な場合であっても、自然災害による差し迫った危険があ
る場合には、生命の安全確保の観点から、自然災害に対する避難行動等を優先する。詳細はP89、
P90参照。

＜在宅の避難行動要支援者＞

市 町 地 区
避難行動
要支援者

支援者
支援者の同行により

避難可能な者
避難の実施により

健康リスクが高まる者

美
浜
町

丹生 ２０人 ２０人 １５人 ５人

竹波 ８人 ８人 ６人 ２人

菅浜 ４４人 ４４人 ３３人 １１人

敦
賀
市

白木1丁目 ０人 ０人 ０人 ０人

白木2丁目 ０人 ０人 ０人 ０人

合 計 ７２人 ７２人 ５４人 １８人

8．放射線防護資機材、物資、
燃料備蓄・供給体制
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PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

備蓄拠点 対象者

福井県美浜オフサイトセンター
福井県敦賀オフサイトセンター
美浜町役場
敦賀市役所

自治体職員、避難誘導者
バス運転者等防災関係者

敦賀警察署
敦賀美方消防組合敦賀消防署
敦賀美方消防組合美浜消防署

警察職員
消防職員、消防団員 等

放射線防護対策施設 施設管理者、避難誘導者等

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ個人線量計

 福井県は、 PAZ内の防護対策を担う自治体職員、警察・消防職員（消防団員を含む）のほか、ﾊﾞｽ

会社等の運転者、放射線防護対策施設の施設管理者等向けに防護服・個人線量計等の放射線防
護資機材を備蓄。

 緊急時には、放射線防護資機材を避難誘導者、運転者に配布し、万一に備え避難搬送時に携帯。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

106

PAZ

（凡例）
：放射線防護資機材備蓄拠点 美浜町丹生介護予防センター

（放射線防護対策施設）

美浜町竹波原子力防災センター
（放射線防護対策施設）

美浜町山東公民館菅浜分館
（放射線防護対策施設）

美浜東小学校

（放射線防護対策
施設）

美浜町東部診療所
（放射線防護対策施設）

レイクヒルズ美方病院
（放射線防護対策施設）

※ 一部の放射線防護対策施設は万一集落が孤立した場合にも活用

国立病院機構敦賀医療センター
（放射線防護対策施設）

市立敦賀病院
（放射線防護対策施設）

旧常宮小学校
（放射線防護対策施設）

旧西浦小中学校
（放射線防護対策施設）

東浦小中学校
（放射線防護対策施設）

美浜中央小学校【工事中】
（放射線防護対策施設）

福井県におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算１mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

福井県原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

PAZ

UPZ

福井県美浜オフサイトセンター

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

美浜OFC、敦賀OFC 、大飯OFC、
高浜OFC、関係市町庁舎 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取
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福井県敦賀オフサイトセンター

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点

：資機材の主な受取場所
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